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インフラ構造物に対して，科学的根拠や統計データを用いた将来推計に基づ

く計画的維持管理（アセットマネジメント）を実践しようとする取り組みが進

んでいる。しかし，インフラを構成する構造物の性能は，インフラに求められ

る機能や役割，さらにはそれがもつ社会的価値を保証するための前提条件にす

ぎない。そのためインフラアセットマネジメントの最適解を得るためには，構

造物の性能のみに着目するのではなく，本来の目的であるインフラの性能保証

水準に目標をおいたマネジメントを実現しなければならないはずである。その

とき，インフラのあり様には国土事情やそれが形成されてきた歴史的経緯や経

験，インフラを取り巻く社会制度が密接に関係するために，これらを適切にマ

ネジメントに反映させることが重要となる。また，多くのインフラは巨大災害

や予測困難な事態に遭遇してその機能が損なわれると，大きな社会的影響をも

たらす可能性がある一方で，その社会的役割からは，理由のいかんによらずで

きるだけ機能し続けてほしいとの期待を背負っている。そのため，インフラの

アセットマネジメントでは，対処の限界を認めたうえで社会的合意のもとで限

界への対処を行わなければならず，そこにはおのずとリスクマネジメントの概

念が取り入れられなければならないことになる。

本書は，このようなマネジメントを「性能保証型インフラアセットマネジメ

ント」と名付け，その実現可能性と課題について，道路を題材として俯瞰的整

理を試みたものである。1章ではリセットできないさまざまな制約や課題を継

承していくインフラの特徴を概観し，2章ではインフラマネジメントの本質的

な制御対象であるインフラの価値とその評価の課題を取り上げる。3章ではイ

ンフラの宿命である大規模災害等対処に限界のある状況に対して，リスクマネ

ジメントの概念の導入の必要性とその方法について考察する。4章では，計測
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困難なインフラの存在価値と，インフラの調達や運用には不可避な経済的価値

評価の関係を整理し，リスクマネジメントとアセットマネジメントの両立にお

ける課題を明らかにする。5～ 7章では，インフラとしての性能保証の拠り所

としての構造物の物理的性能をそのライフサイクルを通じて保証するための方

法論として性能設計・性能診断のあり方について述べるとともに，インフラマ

ネジメントの意思決定に不可欠なリスクコミュニケーションツールとして，構

造物の物理的性能とそれによって保証されるインフラ性能の関係を見える化す

る方法についての提案を試みる。最後の 8章では，本書の主旨を総括するとと

もに今後の展望について述べる。

本書で提案する性能保証型インフラアセットマネジメントの実践には，構造

工学や設計技術，維持管理工学のみならず，インフラ技術基準論，リスク学，

公共調達の原理，公共経済学等の広範な分野が関係しており，関係者がそのこ

とを理解しているだけに留まらず，できるだけ多くの知見を有していることが

重要であることは間違いない。本書がインフラマネジメントの従事者や関連の

研究・技術開発に携わる産官学の技術者や研究者に有益な情報を提供するもの

となることを期待したい。

本書は，2016年 4月から 2022年 3月まで一般財団法人橋梁調査会の寄附で

京都大学経営管理大学院に設置された道路アセットマネジメント政策講座にお

ける，小林潔司京都大学名誉教授をはじめ内外の連携研究者との議論を踏まえ

て著者の考えをとりまとめたものである。関係者の皆様に深く感謝申し上げる

とともに，本書の内容はすべて著者個人の見解であることを断っておく。

本書の刊行を快く引き受けていただいたコロナ社には深く感謝申し上げる。

また，京都大学経営管理大学院の浅田芙美佳氏には，文献調査から原稿チェッ

ク，カバーデザイン制作に至るまで多大なる御協力をいただいた。ここに記し

て感謝の意を表したい。
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インフラとは何か1.1

1.1 .1　インフラの概念と定義

インフラアセットマネジメントの役割は，対象のインフラの特性や性格を見

極め，将来予測の限界を前提として，公共財としての価値の維持と，それに関

わる社会リスクの最小化のための意思決定の最適化を実現することである。

例えば，道路のインフラとしての基本的役割は，必要な交通機能を提供する

とともに，直接的・間接的に公共の福祉の増進に寄与することである。

道路法（昭和二十七年法律第百八十号）
施行日：令和四年四月一日，令和二年法律第四十九号による改正
第一章　総則
（この法律の目的）
第一条　 この法律は，道路網の整備を図るため，道路に関して，路線の指定及び

認定，管理，構造，保全，費用の負担区分等に関する事項を定め，もつ
て交通の発達に寄与し，公共の福祉を増進することを目的とする。

一部抜粋

すなわち，道路は交通機能だけではなく，公共の福祉の観点から期待される

さまざまな役割も有しており，道路インフラのアセットマネジメントでは，そ

れらの役割を果たすことができる存在であることの価値を適切に評価し，それ

を合理的に必要な水準に保つことができるようにすることが主たる目的となる。

はじめに
（マネジメント対象としてのインフラの特徴）

1章
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2　　　1章　はじめに（マネジメント対象としてのインフラの特徴）　
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図 1 .1　健全性とリスクの時間推移

道路を構成するさまざまな構造物の耐荷性能や耐久性能等の物理的性能は，

交通機能が発揮できる状態を保証するための要件であり，その水準や信頼性は

道路の価値を左右する。これまでにもそれぞれの構造物の物理的な状態に着目

し，かつ，整備費や補修補強等の維持管理費の総和であるライフサイクルコス

トの最小化や平準化を図るという取り組みがアセットマネジメントとして行わ

れてきている。しかし，道路橋等の構造物の被災や損傷によって引き起こされ

る，通行止めや速度制限等の道路機能の障害による社会的影響の大きさは，そ

の防止のための構造物の補修補強に必要な費用とは比較にならないほど莫大な

ものとなる。また，ある区間の道路機能は，そこに含まれる構造物の中で最も

深刻な影響を及ぼしているものの状態で決定付けられるため，同じ道路機能を

担う，その区間のすべての構造物の物理的性能が道路機能への影響の観点で整

合していることも必要である。すなわち，構造物ごとや構造物種類ごとに補修

補強の時期や内容の最適化を図っても，道路機能に着目した場合の最適計画と

なる保証はないのである。さらに，道路構造物の維持管理を考えると，物理的

状態にのみ着目した「健全性」の評価や，建設費や維持修繕費用に対応する構

造物の耐荷性能の水準は，それが引き起こす事故や障害の可能性，およびその

結果生じる可能性のある社会的影響の大きさとは単純な関係にはない。図 1.1

は，道路橋を念頭に，時間とともに低下する物理的状態で決まる耐荷性能や健

全性等に対して，事故や障害発生の可能性を縦軸にとって，両者の関係性を描コ
ロ
ナ
社



　1 .1　インフラとは何か　　　3

いたものである。被災や事故に至る危険性は，経年に伴う耐荷性能の低下に対

して加速度的に大きくなっていくはずである。高速道路でトンネル構造の安全

には無関係な換気空間確保用の天井板が，その取付け部の破壊によって落下し

た笹子トンネルの事故 1）†では，走行中の車両が下敷きになるなどで 9名もの

人命が奪われ，国内有数の大動脈である高速道路が長期間通行止めを余儀なく

される深刻で甚大な社会的影響が生じた。

そもそも，インフラストラクチャー（infrastructure）は，直訳すると「下部

構造」あるいは「下支えする構造」であるが，日本語では社会基盤施設の訳語

が当てられることが多い。また，単に「インフラ」と表現されることも少なく

なく，インフラストラクチャーの略語であると同時に，公的な文書を含め同義

の単語としてすでに市民権を得ている。また，インフラあるいはインフラスト

ラクチャーという用語は，使われ始めた当初は，おもに土木関係の施設類の中

でも特に構造物を指すことが多かったようであるが，現在では構造物以外にも

広く用いられている。例えば，国土交通省等の中央省庁が公表する白書等の公

刊物からも，交通インフラと呼ばれる道路，鉄道，空港，港湾等の施設，通信

インフラと呼ばれる通信情報施設，国土保全に不可欠な河川や砂防の各種施

設，エネルギーインフラと呼ばれる電力やガスの供給等エネルギーシステムに

関する施設，公衆衛生や福祉あるいは日常生活を支える上下水道施設，病院，

学校，公園等，幅広い分野の施設がインフラあるいはインフラストラクチャー

の範疇にあると認識されてきていることがわかる。ちなみに，中村ら 2）はその

著書の中で，インフラストラクチャーとは社会全体の活動を支える社会共用の

施設（固定資産）と定義でき，社会基盤施設という語がふさわしいとしている。

近年では，非固定資産を含むさまざまな対象に対しても「インフラ」という

用語が用いられるようになっている。例えば，社会に不可欠な教育，医療，治

安，サービス等マネジメントシステムのような無形のものについても，上記の

構造物等の物的なインフラを「ハードインフラ（あるいは，ハードインフラス

トラクチャー）」と位置付けたうえで，それとの対比として「ソフトインフラ」
†　肩付き数字は，章末の引用・参考文献番号を示す。
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4　　　1章　はじめに（マネジメント対象としてのインフラの特徴）　

と呼ばれている。経済産業省が公表した「知的基盤整備計画」3）では，計量標

準，微生物遺伝資源，地質情報等，国の公共財として国民生活や経済社会活動

を支える「知的基盤」をソフトインフラとして捉えている。

このように，インフラという用語にいまのところ統一的な定義が確立してい

るわけではないが，「国や地域といった広範囲の社会生活や経済活動になくて

はならないもの」かつ「その便益や障害による不利益等の影響が広く不特定多

数に波及しうるもの」はインフラであると考えて差し支えないであろう。裏を

返せば，同時期に何らかの関わりをもって生活を行う人々の集合体である共同

社会の，成立・維持・継承に必要とされる公共性（その利害が共同社会そのも

のの性質や構成員の中の不特定多数に影響を及ぼしうる性質）を有するすべて

の資産は，インフラとしての性格を有している可能性がある。このとき，無線

通信網や航空網等のようにインフラの性格を有するものの中には，地上の特定

の範囲に限定されないものもあり，ここでいう共同社会は，限定的な地域や空

間に閉じたものだけを指すわけではない。そして，国土や国民生活と一体不可

分な存在として社会的役割を果たす道路のような不可欠な有形資産は，必然的

に公共財としての性格を有し，その整備や維持といったマネジメント全般に関

わる意思決定を誰がどのように行うのかや，財源や実施体制あるいは責任の所

在等が，公共財としてのそのあり様に大きく影響する。そのため，インフラは，

それを共有する社会が明確な意思をもって，その存続と発展が約束されるよ

う，そのあり様が政治的あるいは行政的に適切に統治・制御されなければ，

ニーズへの対応の最適化も必要な財源確保も実現は困難となるであろう。

例えば，膨大な道路ネットワークをはじめ，多くの公共的施設を整備した

ローマ帝国について，塩野 4）は，ローマ人がその壮大な道路ネットワークや劇

場，闘技場等さまざまな公共施設を「人間が人間らしい生活をおくるためには

必要な大事業」と考え，それは「その領土とそこに暮らす人々を統治する統治

者が責任をもって行うべきもの」と捉えていたのではないかと指摘している。
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1.1 .2　インフラの公共的性質

経済学の世界にいう「公共財」は，私的財との対比で用いられる概念であり，

非競合性や排除不能性（あるいは非排除性）を有する財のことである。非競合

性とは，ある人がその財やサービスを利用あるいは消費しても，他の人がその

財やサービスを利用あるいは消費する機会を奪うことはないという性質であ

る。また，排除不能性とは，対価を支払わない人がその財やサービスを利用あ

るいは消費しても，他の人がその財やサービスから便益を享受することが妨げ

られることはないという性質である。このような，非競合性と排除不能性を同

時に，かつ，完全に備えている場合は純粋公共財といい，国防や外交，国全体

としての公衆衛生体制等のサービスはおおむねこれに該当するといわれる。

公共財は社会に不可欠であり，かつ，受益者が特定の個人や企業ではなく広

く一般大衆にも及ぶという特性をもつ。そのため，基本的にその利便の機会が

できるだけ制限されることなく広く与えられ，その整備や維持に要する費用

は，税金等で広く公平に負担されることが望ましい。しかし，現実には非競合

性と排除不能性の両方を完全に備えているケースは限られ，社会基盤施設の多

くについて，非競合性や排除不能性が完全には成立していない。非競合性や排

除不能性が完全には成立しない公共財は準公共財と呼ばれる。

無料で誰でも自由に通行できる道路において，新たに利用したい人は，混雑

していなければ，特に利用機会が奪われたり制限されたりすることなく利用で

き，他の利用者の便益が損なわれることもない。しかし，道路交通量が増加す

ると，走行速度の低下や交通事故の増加等の悪影響が生じてくる。また，有料

道路は，料金を払った者しか利用できない点から，公共財としての性格は一般

の道路と比べると希薄である。

日本では，現在，基幹的な高速自動車道の多くが民間道路会社の運用する有

料道路となっている。しかし，国全体としてはそれらを含む道路網がネット

ワークとして機能することが重要であり，物理的にも相互乗り入れ可能な構造

で作られている。実際に災害等による一般道の途絶に際して，有料道路が代替

路として無料開放されることもある。すなわち，他の道路ネットワークと物理
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